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槽 ・ 槽

槽 ・ 槽

仕 様

　連通管により２槽に分割されている受水槽は、簡易専用水道番号どお

り１槽の受水槽とみなす。

委 託 名 称

委 託 場 所

委 託 概 要
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27受水槽総数 28 検査槽数

高置水槽総数 3 検査槽数

委 託 概 要

コーシャハイツ諸口住宅外２６住宅簡易専用水道定期検査業務委託

別紙施設一覧参照

　本業務は、水道法第３４条の２に基づき、上記住宅の簡易専用水道の

定期検査を行うものである。

　本業務は、本仕様書及び簡易専用水道定期検査業務委託仕様書に

基づいて実施しなければならない。

　また、提出書類については、「業務委託契約等に関する提出書類（令

和元年５月）大阪市住宅供給公社住宅管理部」に基づくものとする。な

お、管理課（保全担当）を代表とする。



　委託者　大阪市住宅供給公社（以下「甲」という。）と、受託者（以下「乙」という。）とは、簡易専用水道

定期検査業務委託に関する仕様を、次のとおり定める。

第１章 共通事項

１．１ 対象住宅

　この契約の対象となる住宅及び施設は、別紙「施設一覧表」のとおりとする。なお、年度途中に竣

工または閉鎖する住宅及び施設については、別途通知する。

１．２ 委託業務内容

　乙は、水道法第３４条の２に基づき、住宅に設置されている受水槽及び高置水槽の外観検査及

び水質検査を行う。なお、検査項目については別紙「検査項目一覧」に基づいて行う。

　また、簡易専用水道検査結果書により各住宅管轄の大阪市保健所生活衛生監視事務所への報

告を行う。

１．３ 監督職員

　監督職員とは、当業務委託を担当する甲の職員をいう。

１．４ 業務責任者

　乙は、契約後速やかに業務責任者を選任し、「業務責任者選任届」を監督職員に提出しなけれ

ばならない。なお、業務責任者は、業務担当者以上の経験、知識及び技能を有する者とする。業

務責任者は、業務担当者を兼ねることができる。

１．５ 定期検査計画書の提出

　乙は、定期検査計画書を作成し、甲の承諾を得なければならない。

１．６ 作業時間

　作業時間は、甲の通常勤務日の就業時間内とする。

１．７ 法令上の責任

　乙は、労働基準法、労働者災害補償保険法その他関係法令上のすべての責任を負う。

１．８ 検査結果書の提出

　乙は、検査終了後、検査結果書を各住宅管轄の住宅管理センター及び管理課に提出しなけれ

ばならない。なお、管理課に提出する検査結果書は全住宅管理センター分を含めたものとする。

１．９ 手続等

　乙は、業務の遂行上必要な手続等にかかる費用を負担する。

１．１０ 作業中の報告及び対応

　簡易専用水道定期検査を行う者は、次の内容を遵守する。

① 業務担当者は業務中、社名を明記した腕章・名札またはこれらに代わる物を着用する。

簡易専用水道定期検査業務委託　仕様書



② 業務関係車両は、定められた場所に駐車し、入居者の契約駐車場及び住宅内道路には駐車

しない。

③ 業務の実施に伴い発生した事故については、早急に甲に連絡し指示に従う。また、乙の責任

において、その処置及び賠償の一切を行う。

１．１１ 鍵の管理

　業務にあたり、甲から必要とする鍵を貸与するが、業務責任者が責任をもって管理する。また、

鍵の複製は行わず、鍵を紛失または破損した場合は甲に報告のうえ、乙の責任において該当す

る鍵の取替えを行う。

１．１２ 補足

　この仕様書に定めのない事項及び疑義が生じたときは、必要に応じて甲乙協議のうえ、甲が決

定する。



○ 検査項目一覧 別紙

遊離残留塩素 38 検出されること。

色度 36 ５度以下であること。

濁度 37 ２度以下であること。

水
質
検
査

臭気 33 異常な臭気が認められないこと。

味 34 異常な味が認められないこと。

色 35 異常な色が認められないこと。

水槽の水抜管の
状態

29 管端部と排水管の流入口等とは直接連結されていないこと。

30
管端部と排水管の流入口等の間隔は逆流の防止に十分な距離であるこ
と。

給水管等の状態
31 当該施設以外の配管設備と直接連結されていないこと。

32 水を汚染するおそれのある設備の中を貫通していないこと。

管端部と排水管の流入口等の間隔は逆流の防止に十分な距離であるこ
と。

水槽の通気管の
状態

25 管端部からほこりその他衛生上有害なものが入らない状態にあること。

26 管端部の防虫網が確認でき、正常であること。

27 防虫網の網目の大きさは虫等の侵入を防ぐのに十分なものであること。

28 通気管として十分な有効断面積を有するものであること。

水槽のオーバー
フロー管の状態

20 管端部からほこりその他衛生上有害なものが入らない状態にあること。

21 管端部の防虫網が確認でき、正常であること。

22 防虫網の網目の大きさは虫等の侵入を防ぐのに十分なものであること。

23 管端部と排水管の流入口等とは直接連結されていないこと。

24

亀裂し、又は漏水している箇所がないこと。

6 雨水等が入り込む開口部や接合部の隙間がないこと。

7

注入口と流出口が近接していないこと。

16 水中及び水面に異常な浮遊物質が認められないこと。

水槽のマンホー
ルの状態

17
蓋が防水密閉型のものであって、ほこりその他衛生上有害なものが入ら
ないものであること。

18 点検等を行う者以外の者が容易に開閉できないものであること。

19 マンホール面は、槽上面から衛生上有効に立ち上がっていること。

水槽内部の状態

11
汚泥、赤さび等の沈積物、槽内壁又は内部構造物の汚れ、塗装の剥離
等が異常に存在しないこと。

12 清掃が定期的に行われていることが明らかであること。

13 外壁の塗装の劣化等により光が透過する状態になっていないこと。

14 当該施設以外の配管設備が設置されていないこと。

15

検査事項 No. 検査項目

施
設
検
査

水槽の周囲の状
態

1 点検、清掃、修理等に支障のない空間が確保されていること。

2 清潔であり、ごみ、汚物等が置かれていないこと。

水位電極部、揚水管等の接合部は固定され、防水密閉されていること。

水槽上部の状態

8
水槽上部は水たまりができない状態であり、ほこりその他衛生上有害なも
のが堆積していないこと。

9 水槽の蓋の上部には他の設備機器等が置かれていないこと。

10
水槽の上床盤の上部には水を汚染するおそれのある設備、機器等が置
かれていないこと。

3 水槽周辺にたまり水、湧水等がないこと。

水槽本体の状態

4 点検、清掃、修理等に支障のない形状であること。

5



【備考】

１１について 　水槽の沈積物は、水質等により異なるが、多い場合にはおおむね年間２ないし

３ｃｍ以内の厚さであること。

３３から３８に 　あらかじめ給水管内に停滞していた水が新しい水に入れ替わるまで放流してから

ついて 採水すること。

３３，３４，３６， 　水質基準に関する省令（平成１５年厚生省令第１０１号）の例によること。なお、

３７について 異常を認めた場合には、必要に応じて他の給水栓の水、水槽の水及び当該簡易

専用水道に給水される直前の水道水についても検査すること。

３５について 　無色透明のガラス製容器（約200ミリリットル入り）に採水し、気泡等が上昇消失し

たあと、肉眼で黒又は白色紙等を背景として透視し、沈積物及び浮遊物質の有無

を含めて検査すること。

　異常を認めた場合には、必要に応じて、他の給水栓の水、水槽の水及び当該

簡易専用水道に給水される直前の水道水についても検査すること。

３８について 　不検出の場合には、その原因の究明に努めるとともに、必要に応じて、他の給

水栓の水、水槽の水及び当該簡易専用水道に給水される直前の水道水につい

ても検査すること。

　不検出の原因が不明の場合には、アンモニア性窒素の有無について検査するこ

とが望ましい。

３９から４２に 　整理保存について指導すること。

ついて 　簡易専用水道の設備の配置及び系統を明らかにした図面並びに受水槽の周囲

の構造物の配置を明らかにした平面図については、永久保存とする。

　その他必要な帳簿書類とは、水槽の点検記録、給水栓における水質検査の記

録等の簡易専用水道の管理についての記録等をいう。

書
類
検
査

書類の整備
保存の状態

39
簡易専用水道の設備の配置及び系統を明らかにした図面が整理保存さ
れていること。

40
受水槽の周囲の構造物の配置を明らかにした平面図が整理保存されて
いること。

41 水槽の清掃の記録が整理保存されていること。

42 その他必要な帳簿書類が整理保存されていること。

検査事項 No. 検査項目



（別紙）施設一覧表

担当部署 団地名 戸数 施設併存
施設の
断水

簡易専用
水道番号

受水槽
容量

槽数
検査
槽数

高置水
槽容量

槽数
検査
槽数

備考

梅田 コーシャハイツ諸口 110 鶴見区 諸口 2丁目12番21 20A040013 41 1 1 9 1 1
梅田 コーシャハイツ弁天 61 港区 弁天 1丁目4番18 港消防署 なし 07A050022 22.5 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
梅田 コーシャハイツ港１号棟 82 港区 築港 2丁目4番1 07A070037 28 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
平野 コーシャハイツ喜連西 64 平野区 喜連西 6丁目2番33 クレオ大阪南・おとしよりすこやかセンター南部館 なし 25A070092 25 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
阿倍野 コーシャハイツ中加賀屋 53 住之江区 中加賀屋 1丁目4番16 22A080060 20 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
阿倍野 コーシャハイツ苅田 160 住吉区 苅田 9丁目16番21 23A090004 62 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
梅田 コーシャハイツ港２号棟 130 港区 築港 2丁目4番2 07A100002 50 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
梅田 コーシャハイツ高見36 81 此花区 高見 1丁目3番36 04A100016 31.5 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
梅田 コーシャハイツ酉島 150 此花区 酉島 4丁目1番1 交通局酉島車庫 なし 04A100017 56 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
平野 コーシャハイツ中野 191 平野区 喜連西 3丁目1番22 25A100057 68.7 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
梅田 コーシャハイツ高見37 104 此花区 高見 1丁目3番37 04A110051 39 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
梅田 コーシャハイツ安土町 70 中央区 安土町 3丁目1番14 ヴィアーレ大阪・公共駐車場 なし 05A130041 26 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
梅田 コーシャハイツ九条南 59 西区 九条南 1丁目4番15 西消防署・水道局境川営業所 なし 06A120201 20 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式

46 1
33 1

阿倍野 コーシャハイツ阿倍野筋 53 阿倍野区 阿倍野筋 4丁目19番10 市立阿倍野区民センター・市立阿倍野図書館 なし 21A130071 20 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
梅田 コーシャハイツ高殿 48 旭区 高殿 6丁目14番1 おとしよりすこやかセンター北部館 なし 18A130036 20 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
梅田 コーシャハイツ高見38 117 此花区 高見 1丁目3番38 04A140007 45 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
阿倍野 コーシャハイツ相生 148 阿倍野区 相生通 1丁目4番 21A140039 54 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
梅田 コーシャハイツ川口 117 西区 川口 2丁目3番26 06A150186 42 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
梅田 コーシャハイツ法円坂35・36 215 中央区 法円坂 1丁目5番 05A190419 65 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
梅田 コーシャハイツ法円坂37 93 中央区 法円坂 1丁目5番 05A230540 30.6 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
平野 コーシャハイツ瓜破 43 平野区 瓜破西 1丁目7番3号 0025100059 18 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式

管理（保全） 八幡屋住宅（B・D号棟） 72 港区 港晴 2丁目1番 １階店舗（Ｂ号棟） なし 07A000114 22 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
管理（保全） 八幡屋住宅（E・F号棟） 80 港区 港晴 2丁目1番 07A000102 25 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
管理（保全） 塚本住宅 92 西淀川区 柏里 3丁目1番38 １階店舗 なし 13A000054 36 1 1 － － － ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式
管理（保全） 北八幡屋住宅 52 港区 港晴 3丁目6番2 １階店舗 なし 07A000103 20 1 1 8 1 1
管理（保全） 加賀屋住宅 30 住之江区 東加賀屋 1丁目14番29 22A009192 10.5 1 1 3 1 1

合計 28 27 3 3

19A130060 ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御方式－ －1 －

所在地

2,696

梅田 コーシャハイツ森之宮 221 城東区 森之宮 2丁目4番32



 

 

一括再委託等の禁止に関する特記仕様書 

 

1  業務委託契約書第 15 条第 1 項に規定する「主たる部分」とは次の各号に掲げるものをいい、受

注者はこれを再委託することはできない。 

（1） 委託業務における総合的企画、業務遂行管理、業務の手法の決定及び技術的判断等 

 

2  受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、トレース及び資料整理などの簡易な業務の再委託に

あたっては、発注者の承諾を必要としない（ただし、個人情報を含むものを除く。）。 

 

3  受注者は、第 1項及び第 2項に規定する業務以外の再委託にあたっては、事前に書面により発注

者の承諾を得なければならない。 

 

4  受注者は、業務を再委託する場合、書面により再委託の相手方との契約関係を明確にするととも

に、再委託の相手方に対して適切な指導及び管理の下に業務を実施しなければならない。 

なお、再委託の相手方は、大阪市住宅供給公社競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置中の

者又は大阪市住宅供給公社契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けている者

であってはならない。 

 

 



暴力団等の排除に関する特記仕様書 

１ 暴力団等の排除について 

(1) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下

同じ。）は、大阪市住宅供給公社（以下「公社」という。）契約関係暴力団排除措

置要綱（以下「要綱」という。）第２条第４号に規定する暴力団員（以下「暴力団

員」という。）又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団密接関

係者」という。）に該当すると認められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約

又はその他の契約をしてはならない。 

(2) 受注者は、要綱第２条第８号に規定する下請負人等（以下「下請負人等」とい

う。）に、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者と下請契約、

資材・原材料の購入契約又はその他の契約をさせてはならない。 

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認

められる者と下請契約、資材・原材料の購入契約又はその他の契約をした場合は当

該契約を解除させなければならない。  

(3) 受注者は、この契約の履行にあたり暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する

と認められる者から要綱第２条第９号に規定する不当介入（以下「不当介入」とい

う。）を受けたときは、速やかに、この契約に係る公社の監督職員若しくは検査職

員又は当該事務事業を所管する担当課長（以下「監督職員等」という。）へ報告す

るとともに、警察への届出を行わなければならない。 

また、受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認め

られる者から不当介入を受けたときは、当該下請負人等に対し、速やかに監督職員

等へ報告するとともに警察への届出を行うよう、指導しなければならない。 

(4) 受注者及び下請負人等が、正当な理由なく公社に対し前号に規定する報告をし

なかったと認めるときは、公社競争入札参加停止措置要綱による停止措置を行うこ

とがある。 

(5) 受注者は、第 3 号に定める報告及び届出により、公社及び大阪市が行う調査並

びに警察が行う捜査に協力しなければならない。 

(6) 発注者及び受注者は、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる

者からの不当介入により契約の適正な履行が阻害されるおそれがあるときは、双方

協議の上、履行日程の調整、履行期間の延長、履行内容の変更その他必要と認めら

れる措置を講じる。 

２ 誓約書の提出について 

  受注者及び下請負人等は、暴力団員又は暴力団密接関係者でないことをそれぞれ

が表明した誓約書を提出しなければならない。ただし、発注者が必要でないと判

断した場合は、この限りでない。



特記仕様書 

（法令等の遵守） 

第１条 受注者及び受注者の役職員は、この契約業務の履行に際しては、常に法令等を遵守

し、公正な職務執行に当たるとともに、公益通報（職務の執行に関する事実であって、法令

等に違反するもの、人の生命、身体又は財産に危険が生ずるおそれがあるもの、環境を害

するおそれがあるものその他不適正なもの（以下「通報対象事実」という。）が生じ、又は生じ

るおそれがある旨を通報することをいう。以下同じ。）に適切に対処しなければならない。 

（公益通報等の報告） 

第２条 受注者は、この契約業務について公益通報を受けたときは、速やかに公益通報の内

容を発注者（大阪市住宅供給公社（以下「公社」という。）総務部総務課）へ報告しなければ

ならない。 

２ 受注者は、公益通報をした者又は公益通報に係る通報対象事実の調査に協力した者か

ら、公益通報をしたこと又は公益通報に係る通報対象事実の調査に協力したことを理由と

して、公社又は公社の役職員から不利益な取扱いをされた旨の申出（書面により具体的

な事実を摘示してされたものに限る。）を受けたときは、当該申出の内容を発注者（公社総

務部総務課）へ報告しなければならない。 

３ 発注者とこの契約を締結した受注者は、この契約の履行に関して、発注者の職員から違

法又は不適正な要求を受けたときは、その内容を記録し、直ちに発注者（公社総務部総

務課）へ報告しなければならない。 

（調査の協力） 

第３条 受注者及び受注者の役職員は、発注者が行う公益通報に係る通報対象事実の調査

及び不利益取扱いに係る申出についての調査に協力しなければならない。 

（公益通報に係る秘密の保持） 

第４条 受注者の役職員又は受注者の役職員であった者は、正当な理由なく公益通報に係る

事務の処理に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（個人情報等の保護に関する受注者の責務） 

第５条 受注者は、この契約の履行にあたって個人情報及び業務に係るすべてのデータ（以

下「個人情報等」という。）を取り扱う場合は、個人情報保護の重要性に鑑み、公社個人情

報保護基本規程、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成25年法律第27号）及びその他の関連する法令等の趣旨を踏まえ、この契約書の

各条項を遵守し、その漏えい、滅失、き損等の防止その他個人情報等の保護に必要な体

制の整備及び措置を講じなければならない。 

２ 受注者は、自己の業務従事者その他関係人について、前項の義務を遵守させるために

必要な措置を講じなければならない。 

３ 万一、個人情報等の漏えい、滅失、き損等の事故が発生した場合は、受注者は直ちに発

注者へ報告し、発注者の指示に従わなければならない。 

（個人情報等の管理義務） 

第６条 受注者は、発注者から提供された資料等、貸与品等及び業務を行う上で得られた、

又は成果物の作成のために受注者の保有する記録媒体（光ディスク、磁気テープ、パンチ

カード、紙等の媒体。以下「記録媒体等」という。）上に保有するすべての個人情報等の授

受・搬送・保管・廃棄等について、管理責任者を定めるとともに、台帳等を設け管理状況を

記録するなど、適正に管理しなければならない。 

２ 受注者は、前項の記録媒体等を、施錠できる保管庫又は施錠及び入退室管理の可能な



保管室に格納する等適正に管理しなければならない。 

３ 受注者は、第１項の記録媒体等について、業務を完了した後、速やかに廃棄、消去又は

返還等するものとする。ただし、廃棄又は消去する際は、発注者の承認又は立会いを得て

実施することとし、廃棄又は消去が完了した際には、その旨を文書により発注者に報告す

る等、適切な対応をとらなければならない。 

４ 受注者は、発注者が求めた場合は、発注者へ記録媒体等を返還しなければならない。 

５ 受注者は、定期的に発注者からの要求に応じて、第１項の管理記録を発注者に提出しな

ければならない。 

６ 第１項に規定する個人情報等の管理が適切でないと認められる場合、発注者は受注者

に対し、改善を求めるとともに、発注者が受注者の個人情報等の管理状況を適切であると

認めるまで業務を中止させることができる。 

 

（目的外使用の禁止） 

第７条 受注者は、業務を行うための記録媒体等及び記録媒体等上の個人情報等を、他の用

途に使用し、又は発注者の承諾なしに第三者に提供してはならない。 

（再委託・外部持出しの禁止） 

第８条 受注者は、個人情報等を取り扱う業務を第三者に委任し、又は請け負わせてはならな

い。ただし、発注者から文書による同意を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、発注者が指定する場合以外は、記録媒体等及び記録媒体等上の個人情報

等を外部に持ち出してはならない。 

 

（複写複製の禁止） 

第９条 受注者は、業務を行うための記録媒体等及び記録媒体等上の個人情報等を複写又

は複製してはならない。ただし、発注者から文書による同意を得た場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書に基づき作成された複写複製物の管理については、第６条を準用する。 

 

（個人情報等の保護状況の検査の実施） 

第10条 発注者は、必要があると認めるときは、受注者の個人情報等の保護状況について立

入検査を実施することができる。 

２ 受注者は、発注者の立入検査の実施に協力しなければならない。 

３ 第１項の立入検査の結果、受注者の個人情報等の保護状況が適切でないと認められる

場合、発注者は受注者に対し、その改善を求めるとともに、受注者が個人情報等を適切に

保護していると認められるまで、作業を中止させることができる。 

 

（違反行為の是正等） 

第11条 発注者は、受注者が第５条から第９条の規定に違反していると認めるときは、その行

為の是正その他必要な措置を講ずるべき旨を求めることができる。 

２ 発注者は、受注者が前項に規定する求めに従わないときは、事実の公表を行うことができ

る。 

 

（契約の解除及び損害賠償の請求） 

第12条 発注者は、次のいずれかに該当するとき、受注者に対し、この契約の解除及び損害

賠償の請求をすることができる。 

（１）受注者が、第３条に規定する調査若しくは第10条に規定する検査又は前条に規定する

措置の求めに正当な理由なく協力せず、又は従わないとき 

（２）この契約による業務を処理するために受注者が取り扱う個人情報について、受注者の

責めに帰すべき理由による漏えい、滅失、き損等があったとき 

（３）前各号に掲げる場合のほか、この特記仕様書に違反し、この契約による業務の目的を

達成することができないと認められるとき 
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